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工会議所・市が具体的な事業のために連携し、広報誌の発行やイベントの開催による市民啓発を行い、通行
量調査等により数値目標の進行管理を強化していく。
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基本計画に盛り込まれた事業を展開することにより、中心市街地の
人口の増、交流人口が拡大し、賑わいが創出される。また基本計
画の数値目標を進行管理することで「絵に書いたもち」で終わらな
いよう推進していく。

　平成１９年度までは企画振興部企画調整課で計画策定
業務及び協議会への補助を行っていたが、機構改革により
建設部市街地対策課において活性化協議会への補助を行
うこととなった。
　なお、基本計画の認定については企画振興部において
担当する。
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事業の成果を測る指標

まちづくり３法の改正に伴い、中心市街地において商業振興や施設整備を行うためには、行政が実効性の高い基本計画を
策定しなければならない。また活性化事業を一体的かつ円滑に実施するには幅広い関係者が参画した中心市街地活性化
協議会による協議が必要である。

基本計画が認定され、盛り込まれた事業が展開されると国からの支援も手厚いため事業展開の効率性は高い。
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　まちづくり三法の改正を受け、伊賀市中心市街地活性化基本
計画について中活本部（内閣府）の認定を受けるべく策定、調整
を行い、活性化の目標数値（人口、店舗数等）達成に向け事業
の進行管理を行っていく。
　また、基本計画における活性化事業を一体的かつ円滑に実施
するために設立された中心市街地活性化協議会の活動に対し
て助成を行い、市街地の活性化をより効果的に推進する。
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基本計画に計上した活性化の数値目標を達成するために、計画に記載された事業を進行管理することは事業効果を向上
するために有効である。また、活性化協議会により区域内における事業を協議することで、円滑に事業展開を行うことができ
るため、活動を助成することは活性化に有効である。
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